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1．　　序

　ドイヅの経営学は企業を研究対象とする私経済学派と経営を研究対象とする

経営経済学派との二つの学派に大別せられうると云われる。こうした学派の分

類に従えば、シエーンプルークは経営経済学派に属するものと考えられる。す

なわち、彼は利潤原理あるいぱ営利性原理に基づいて企業を研究する経営学の

可能性を否定し、経営経済を認識対象として規定する経営経済学を提唱するの

である。この彼の見解において中心をなすものは、経営の概念を論理的に正し

く形戎しなおして経営経済の概念をうることである。論理的に異論のない経営

経済概念の形成こそは、経営経済学を独立の科学として明確に成立せしめるも

のだと考えられているのである。だが、われわれは、シエーンプルークの経営

経済概念を論理的に異論のないものとして、また、経営学の成立を可能ならし

めるものとして、そのまま受人れることができるであろうか。彼の経営経済概

念形成の過程であとづけ、この点を吟味することが本稿の課題である．

　　（薩1）　シエーンプルークの所論は次による。

　　　Frit2　Sch60P伽g，　Untersuchコng臼Uber　den　Erke加tni．gege戚and

　　　der　amgemeinen　und　theoretischen　Betriebswirtschoftslebre　1936．

　　　2．Ab杖㎞itt，　die　Betriebswirtschoft　als　Er舷euntnisobjekt　der　Be－

　　　triebswirtschaftslehre，　SS．　81～159．
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2．　シエーンブルークの経営経済概念

　　　　　　　　の　シエーソプ〃一クによれば、従来経営が経営経済学の対象とせられてきたが、

経営の問題のうちには互に異質な問題が交錯しているb一方は一般的な社会構

成体すなわら人間行為結合の形式としての経営の本質を問うζとであり、他方

はその経営を経済科学上の慨念たらしめる内容の問題である。

　さて、経営は人間組織の一形式であり、それは人間行為の相互依存的結合か

ら形成される。そこで、経営概念形成の出発点は人間行為に求められる。巴こ

に行為とは人簡個々の内に含まれる肉体的及び精神的エネルギーの活動である。

この行為は、ζれを三種に区別しうる。すなわち、本能的行為tT　riebhand－

1ungeロ）情緒的行為（A艶kthandlU㎎en）および知的行為αntellek垣elle

Haロd1U馳geロ）、がそれである。このうち前二者は心理学的範鴫に属するもので

ある。こζでは残る知的行為のみを限定された意味で人間行為と呼ぶ。ζうし

た人間行為は理性に支配された活動であり、意図せられた結果たる一定の目的

達成を志向するものである。その意味でそれは自的意識的行為（Zweckh賠d

lunge旬とも呼びうる。こうした目的意識的行為が、夫契肢体目的を達するこ

とを通じて段階的に一定の最終目的を達成するように結合せられていると・、

｛こに結合せられた行為乃至行為聚合体（Zusammeogeset2te　Handluロ9・

H孤dlu㎎6g口狐1t，　Haロdlu醜gsagg怜gat）が成立する。この結合せられた行

為は、その存立が多小とも固定的かつ継続的な準備によつて形態的に保証せら

れた社会的結晶であり、ζれが社会構成体（So2iale　GebHde）をなす。

　社会構成体には開放的構成体／offene　Gebilde）と封鎖的構成体でgesch－

10sse“e　Gebn4e）とがある。両君の相違は、後者が特定の主体によつて意欲

せられた計画的な行為の絆合であり．そζには統一的な意志が貫かれていもに

対し、萌者にはこの憲志の統一牲が欠けているところにある。もとより経営は

封鎖的構成徽〉一種であるが．それが直ちに経営をなすのではない．封鎖的構

成体はこれを更に一回かぎりの目的を追求するものと同一目的を反復的に追求

するものとに分ちうる。このうち萌者は単に執行（A頑口㎞㎎）の意味を有

ちうるにすぎない。これに対し後者にあつて｛欲、反復される部分と反復を確i保

する固定的な部分とが共に必要とせられる。そζで、この場台には、構成体は

疑復される部分すなわら執行と固定的な部分すなわち設備（飽nric紅u馳9、と

．rり嚇磯せちれることとなる。これら二．つの部分より成る構成体は施設（V←

臓tt噴がは覧釣をなす㌫であるが．この触設にも目的浪求の反復が時間灼に燭
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かく限定きれているものと持続を期待されるものとの二種がある。そして、こ

の後者こそが経営に他ならない。

　この経営という社会構成体には三つの基本的属性がみられる。そオ・け討鎖性

（Geschlossenheit）持続性（1）auer）および強制進行性（Zwangsl8顧8keit）

である。封鎖性は経営が統一的な意志によつて形成され、そこにおける全体関

連が統一的に確保せられていることを表わし、持続佐は経営に玲」ケる行為の無

限の反復を配慮する設備によつて支えられる経営が時間的に眼定せられない性

質を有つものであることを示し、更に強制進行牲は設備における部分過程およ

びその相互のかみ合いが経営のうちに占めるその地位から必然的に帰結するよ

うに行われる性質を表現するものである。ただ、この三種の属性のうち封鎖柱

はすべての封鎖的構成体に共通の属性であり、他の二つの属性は経営にのみ固

有のものである。

　ところで、この経営は抽象的無内容な行為概念から出発してえられた行為結

合の形式であつて、これを経営経済学の間象とすることはできない。こ5した

経営という形式において経済が営まれるときにはじめし経緕科学麹概喜として

の経営経済が成立する。そこで、次に、経芦対象とbてすぺての経斉科拳を共

通に基礎づけているところの、経済と呼ばれる特定の空間を画定†ることが問

題となる。

　さて、経済在経済原則（das　wirtschaftliche　oder　Okonomische　I｝£mzip）

に基杜いて規定しようとするのは誤りである。なぜなら、経済にのみ妥当する

原則は存在せす、あるものは一般的な合理原則（das　Rat㎞alprinzip）にす

ぎないからである。この合理原則は、一定の成果を最小の費消であるいは一碇

の費消で最大の成果を得ることを要求するのであるが、経済Φ特贋はこの合理

原則の適用態度に存在する。その適用態度を支配するものは経済的観点であり

それは行為の執行に先立つて経済的計慮を行わしむるもので菰る。この経済的

計慮濠Z－－A＝±Dという経済的計慮の基本等式に従つてa麗原測が適用せら

れることから成つている。こふにZは一行為によつて得られる総牧益くRchert－

．rag）を、　Aは一行為に必要とせられるすべての費消を、まおDは両者の差額

として得られる成果（Erfolg）を示し、己れちば何れも行為主体の主観陶な価

値によつて把握せられる。この詩慮は三つの段階よりなる。矛一にAとZとの

比較がなされ、矛二にZおよびAが夫々の基準値と比較される。そしで最後に

この一行為のDすなわちDiが他のDすなわちDstによつて測定せξ）れる。この

測定は瑠Pという算式によつて行われ、この結果が当該行為の経済性を示す。
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この経済性は当該主体にとつて可能なすべての行為を価値的に比較することを

可能とする。そこで、当該行為はその執行に先立つてすべての可能な諸行為と

の関連において価値的に判断されうること」なる。ここで、経済的計慮が完成

する。この経済的計慮に従つて行為を選択執行することが経済的観点に支配さ

れた特殊な行為態度であり、それが経済行為（Wirtschaften）をなす。かく

て、経済行為を通じて、最大の成果を獲得すべく行われる経済的諸行為が執行

寒れる。このように経済的観点の規整のドに執行せられる一主体の諸行為の総

体こそは社会構成体としての経済をなすのである。この場合、主体としては自

然人をも法人をも考えるζとができる。いま一国民全体を一体として主体と考

患るならばそこに国民経済が考えられ、個々人乃至個々人の集団を主体と考え

るならばそこに個別経済が成立する。

　ところで、こうした経済は財貨の生産を通じて牧益（Ertrag）を獲得する生

産分野と干の牧益を最も有効に消費すぺき消費分野とからなつている。この両

分野は根本的には主体の欲望を満足せしめる目的の下に結合せられているが、

両老夫々異なれる部分目的を達成すべき課題を有する。そこで、それらが発展

すると、夫々の部分目的を中心として別佃の行為結合を形成するζと入なる。

かくて、ここに生産経済（Produktionswirtschaft）および消費経済乃至家計

（Konsum60nswirtschaft，　Haushaltwirtschaft）カ～独立のものとして成立す

る。生産経済は互に関連し合いそこに財貨経済（SachgUterwirtschaft）を形

成するが、この分野において財貨生産という目的を反復的に遂行することが必

繧とせられることは明らかであろう。しかも、そうした一定目的の反復的遂行

を妓も有効に確保する形式は経営に求められる。そこで、経験的には経済の分

野では生巌経済において経営が現われる。しかし、それは単に経験的な事実に’ず

ぎない。経営は経済の特定の分野に限定せられることなく、何れの分野にも現

われうる。したがつて、経営経済は経営における経済行為（ein　Wirtsdbaften

i“Bet謡eb飽）である●

　経営経済においては経済という内容は経営という形式に制約され、経営は内

容たる経済から影響をうける。そこに経営経済の特眉が生ずる●形式的な面に

ついてみれば、経営経済の特贋も封鎖性、持続性、強制進行性以外にはない。

ただ、こ入では経営は設備部分が強化される傾向および経営自体の内部が肢体

的に分化される傾向を著しく〔了し、ている。そして、これら二つの傾向が経営の

基本的な三つの特質を更に強化せしめるに至つている。他方、経営形式に制約

されて生ずる経済の持殊性は、経済的計慮の修整、殊にその基本等式を形成す
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る諸要素の修整に示される。ところで、経営経済における経済的諸行為は経営

経済を主体として行われるが、それは三つの方向において考察の対象たりうる。

すなわち、それは、矛一にその全体につきその全生存期間を一過程として、矛

二に全体について期間的に分割せられて、矛三に個々の肢体毎に期間的に、夫々

考察されうる。このうち矛一の考察は全体計算（Totale　Redmu㎎）とも呼

ばれるものであるが、経営の生存期間が無限と考えられることから、それは実

際にはなんの役割をも果しえない。また、矛三の考察は矛二の考察と本盾的に

は異なるものではない。そこで、こムでは矛二の考察について考えれば足りる

ことになる。この考察においては経営の全過程が個々の部分期間に分割せられ

るが故に、費消・総牧益・成果が期間的に分割せられることになるが、そのう

ち経営的費消は次のように分割せられる。

1．継続費消一同時に多くの期間のためになされ、個々の期間に配分されろ費消

2．経常費消一当該期間のための費消

　｛1）間接的一継続費消より配分されたもの

　②　直接的一直接帰属の確定しうるもの

　倒　絶対的乃至外部的一外部への支払

　｛b｝相対的乃至内部的一賃金、利子

経済的観点に従う成果計算は、このように分割せられた費消について、継続費

消が経営形式によつて要求せられた費消であり、経営経済存立に必要不可欠の

費消部分をなすことを考慮せねばならない。そこで、成果計算は、

　期間総牧益一間接的経常費消＝粗牧益（Unbelaster　Rohertrag）

　粗牧益一絶対的経常費消＝D．絶対的成果

と行わるべきこととなる。

　ところで、こうした成果は他の構成体にあつては行為主体に帰属するが、経

営経済にあつては主体たる経営経済に帰属することなく、成果産出に参加した

ものに分配される。この分配に与るものは、矛一に経営自体、矛二に労仇によっ

て参加する経営所属者、矛三に資本提供者である。経営の分前については経営

自体の発展的維持のための準備が問題であり、残る二者のそれについては夫々

の生活維持乃至生活程度が問題である。

　こうして経済的計慮は経営形式によつて修整をうけ、経営経済の実盾的特債

が成立する。一言にして云えば、それは経営形式に限定された封鎖的価値循環

（der　Wertulnlauf　iロder　Geschlossenheit）である。

　以上のような特質を有つ経営経済とは、「経済的観点に従つて統一的に方向
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づけられた諸行為を、予め行われた物的準備に基づいて、時間的に限定せられな

い持続性と強制進行的に確保せられた行為過程とを有する組織に統一する、個体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　位1
的あるいは全体的性格を有つ封鎖的社会構成体である。」

　ところで、企業と経営との関係については従来様々に云われ、しかも明快な統

一的解答が与えられていない。上述の経営経済慨念に従つてこの関係を解明する

ことは、その概念の一rつの試金石となるであろう。まず、企業は獲得経済すなわ

ち余剰経済（Erwerbs－d．　h・むberschusswirtschaft）であり、余剰の獲得がそ

の核心をなすのであつて経営的に組織せられると蚕とは本盾約な属性をなすもの

ではない。また、経営は必らずしも余剰獲得を目指すものではない。ただ企業が

経営的に組織せられた場合には．それは経営における経済行為のとりうる一つの

形式をなす。そして、この場合には、全体としての企業と経営経済とは完全に等

しい一つの概念である。両者の相違は、経営経済が一般的な思惟的基本形式であ

るに対し、企業がその一定の経験的形式をなすところにのみ存する。かくて、企

業と経営経済との関係は一義的に明確に規定せられた。

　最後に、経営経済と、例えば按術的に芯向する経営との関係にふれるならば、

それらは同じ経験対象（das　gleiche　Erfahrungsoblekt）を夫々異なれる観点、

すなわち一方で経済的観点他方で技術的観点からみているにすぎない。

　（』主1）　　　F．Sc秘》npfiug，　a．　a．O．，S，153

3．経営経済概念の吟味

　以上のシエーンプルークの所論について、われわれはまず経営経済における成

果計算に注目したい。そこでは成果計算にあたつて期聞総牧益から控除せられる

費消のうちに、彼のいわゆる帽対的経常費消は含まれていない。すでにみたよう

に、基本等式にあつては費消Aは一行為に」：つて必要とされるすぺての費泊を含

むものであつた。したがつて、基本等式のDと経営経済の成果計算におけるDと

は異盾のものと考えざるをえない。経営経済のDのうちには、その経営経済の構

成員の提供せる費消部分が含まれているのである。しかも、このDについては構

成員への配分が問題とせられる。そこで、このDは構成員に配分せられ、その夫

々における利用の過程を経て、夫々において基本等式に従う計慮が事後的に行わ

れ、成果が確定されるものと考えられる，このようにみるとき、われわれは経営

経済のDが経営経済構成員の追求する枚益の総計をなしているものと解しうるで

あろう。そこで、経営経済は牧益獲得を目指す生産経済的性格のものとして、理
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解さるべきこととなる。彼によれば、経営は経済の何れの分野にも現われうる

　ものであり、またそれは認識対象すなわち思惟構成沐として科学としての経営

経済学の基本的概念をなすものである。そのかぎり、それは経営において営ま

れる経済すぺてに妥当する本盾的なものとして、すなわち経営における経済行

為一般として形成さるべきはずである。ところが、土れ土邪は彼の形成せる経

営経茜が生産経済にのみ妥当しうる特頂を有するものと考えざるをえない。こ

こに，われわれは彼の所論の一つの矛盾を指摘しうるであろう。

　ところで、経営経済が生産終済にのみ妥当する思惟構成体であるにしても、

そこ㌘追求せられるものが」：述の如き牧益であるとすることは、これをそのま

まに承認することができない。

　彼は経営経済概念を経営と経済との結合として形成するのであるが、そのう

ち経営概念形成の出発点は抽象的な人聞行為の概念に求められる。ところが、

人間行為はつねに具体的な内容を有つ行為として存在し、無内容な行為がある

わけではなし。そこで、彼のいわゆる経営概念もまた、具体的な行為が結合し

て具体的に内容を有つものとして形成せる経営段紅織を、形式的司一性に着目

し内容を捨象して抽象的に捉えたものとしての意味を有ちうるにすぎない。

すなわち、彼の言をもつてすれば、あるものは科学経営（Wissenschaftsbe－

rieb）、教育経営（ETziehungsbetrieb）、経営経済、WirtschaftlicheτPe－

tエieb）等々であつで、決して一般的な形式としての経営そのものガ存在するわ

けではない。このように考えるとき、経営に封鎖性を与える主体の統一的な意

志が抽象的形式の面においてのみ捉えられ、経営と経済との結合に際して、封

鎖性がすでに形式としての経営において存在するかの如く規定することの誤り

は明白であろう。抽象的な人間行為が存在しないと圏様に、抽象旬な統一的意

志もまたありえない。意志はつねに具体的な内容を有する具体的な意志として

存在する。そこで、経営経済の封鎖性は形式としての経営の側面において抽象

的無内容にのみ捉えられてはならないのである。経営経済学に■いては、経宮

が形式として捉えられる以前に内容としての経済と結び⇔した経営経済が捉え

られなければならない。したがつてまた、経済経営の封鎖性は経営経済を形成

する主体の意志を考慮してのみ把握せられうる．

　ところで、経営経済は生産経済にのみ妥当するものとして理解せられた。し

たがつて、経営経済を構成する諸行為は牧益獲得を目指すものと麻することが

できる。そしてまた、経営経済を統一的な意志をもつて主体的に形成する主体

の行為も、その主体自身の最高の牧益獲得を目指して行われるものであると解
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することも当然であろう。換言すれば、経営経済を形成する圭体は、自己の敗

益極大化のために経営経済を計画的に形成するものとしか考えられないのであ

る。しかも、経営経済の意志統一性はこの主体の意志に由来する。かくて．経

営経済はそれを主体的に形成する経済主体の枚益追求のための手段的組織と解

せられることとなる。こムで、経営経済が一定昌的の反復的遼成に最も適合的

な細織形式を有するものであり、しかもシエーンプ〃一クの説くところから

掴当大規模な組織であると考えられるごとから、生産を通じて追求せられる峻

笠において、生産ぜられる財貨そのものではなく、その対価iとしての貨幣1紋ス、

を理解することに異論はないであろう。そして、こうしだ貸幣敗入は一般に利

潤と呼ばれるものに他ならない。そこで、経営経済はある主体が利潤遣求のだ

めに形成せる経営的商品生産組織体を経済的側面より抽象的に把握したものと

なる。したがつて、その成果計算においては上述め相対的経常費消もまた費消

として期問総牧益から控除せられねばならない。そして更に、われわれはこの

経営経済を異体的には現実の資本主義的企業に認めうるであろう。

　ところで、彼は一方で経営経済の絶対的成果の配分がその産出への協力ピ基

づいて行われるとし、他方で配分に与るものとして．矛・一に経営自体をあげて

いる。経営についてすでに継続費消の補填が行われている以上、更にそれが成

裏配分に．‘手るについては特別の説明が与えられねばならない。しかし、彼はこ

の点について何の説明も与えず、自明のこととして経営を才一にあげているの

である．，われわれはこの関係をいかに解すべきであろうか。

　彼によれば、このような成果配分が問題とされるのは経営経済悟おいてのみ

である。そこで上述の関係を考えるには継営経済の特殊懐を考慮ぜねばならな

い。経営経済が他の経済構成体から決定的に区別せられるのは、それが強制進

行的な過程によつて無限に持続せしめられるものであるζとによる。ところが、

そうした持続性は経営維持の努力の結果であつて、それはそうした努力を蘭提

せずしてはありえない。この経鴬維持の努力は、成果分配に関して、それが発

生の都度残りなく分配しつくされることに反対するであろう。けだし、成果が

その発生の都度構成員に分配しつくされるとぎは、全体としての経営の維持は

必らずしも保証されえないこととなるからである。そこで、成果配分の原理は

経営経済の全生存過程にわたつては貫徹せられるにしても、期間的には経営の

牲持という要請に一歩をゆずらざるをえない。経営自体の分け自加ζついてその

発展的維持が考慮されるという事情も、このような解釈によつて理解さ九うる。

ところが．こうした溺釈によれば、甥間計算もまた経営の全生存過程にわたる

一一　11　－一



成果極大化の努力の一環として捉えられていると解せざるをえないこととなる。

すなわち、Z－A＝±Dなる計慮は基本的には経営の全生存期間にわたつてな

されるのであり、シエーンプルークのいわゆる全体計算はここでも貫ぬかれて

いると解さねばならないのである。そこで、全体計算を何の役割をも果しえな

いものと断じ、経営が成果配分に与る理由を説明しえなくなつたことはシエー

ンブ〃一クの所論の一つの欠陥をなすであろう。

　ところが、われわれの下した解釈は、経営経済の強制進行性および持続性を

経営という形式の側面において抽象的に捉える見解とは相容れないものである

ことに注意すべきであろう。すなわち、われわれはそれらの特質を経営経済の

自己維持活動の表現として、内容の面から理解したのである。そこで、経営経

済のそうした自己維持の努力は何に由来するかが更に究明せられねばならない。

われわれはそれを経営経済の内容たる利潤追求活動との関連において理解しう

るであろう。けだし、利潤追求活動はその大規模化に伴つて大規模な組織と結

合し、その組織が単純かつ短期的な投下資本回牧を許さぬところから、逆にそ

の活動自体が長期的な配慮を要請せられることとなる。この長期的配慮はいわ

ゆる全体計算的な意味の利潤極大化を志向するものであり、それは帰するとこ

ろ経営経済自体の利潤獲得能力の増大を、したがつて、それ自体の発展的維持

を要請するに至るのである。ただ、こうした理解においては、経営維持は成果

配分に関して問題となるのではなく、経営経済活動の目的として問題とされて

いる点が注意さるべきであろう。このことは、経営経済がいわゆる牧益追求を

なすとする見解をシエーンブルークの矛盾せる主張から生じた誤謬と考えるわ

れわれにおいては、当然のことである。かくて経営経済における利潤追求活動

は長期的な性格を有するものであり、その活動は、具体的には、経営経済自体

の発展的維持活動として表われることとなる。

　ところで、彼は科学の対象を考えるにあたつて経験対象と認識対象とを峻別

すべきことを強調する。彼によつて形成せられた経営経済は認識対象であつて、

経験的現実から経済という観点によつて抽象せられた思惟的構成体である。と

ころが、彼はこの思惟構成体を抽象的、一般的な行為から成る経済によつて満

たしており、そのかぎり、それは現実の動きを捨象せられた、現実から遊離せ

る観念像となつている。こうした観念像は、その概念形成過程の矛盾を度外視

しても、もはや経営学を現実に即した経験科学としては成立せしめえないもの

であることが注意されねばならない。しかも、彼にあつては、認識対象と経験
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対象とが、必らずしも明確に把握せられてはいないようである。すなわち、経

験的形式としての企業と認識対象としての経営経済とを同一の概念であるとす

るところにその混乱が見出される。また、経済的観点に規整された諸行為の総

体を経験対象としての経済だとする見解と、ひとしき経験対象から眺める観点

の相違によつて技術的経営あるいは経営経済という異なれる認識対象が捉えら

れるとする見解とにおいては、経験対象が等しき内容において把握せられてい

るとは考えられないのである。われわれはここにも彼の見解に一つの疑問を見

出さざるをえないのである。

4．　　結

　以上要するに、シエーンプルークの経営経済概念は、その形成の過程に論理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　
的矛盾を含んでいる。仮にその矛盾を一応度外視しても、それは経験科学とし

　　　　

ての経営学を成立せしめうるものではない。更に、その論理的矛盾を克服せん

とするとき、それは経営的利潤追求を営む現実の企業を彼のいわゆる経済的側

面において捉えた抽象像として理解さるべきこととなる。ところが、経済から

利潤追求活動が捨象せられるかぎり、その経済は経験科学の範囲から脱落せざ

るをえないことになるであろう。しかも、そうした利潤追求活動が経営経済に

おいてはその自己維持活動として理解さるべき所以が明らかにせられた。とこ

ろが、そうした維持はもはやいわゆる経済的側面にのみ関するものではない。

そこで、利潤追求活動を中心として理解せられる経済を問題とするかぎり、経

営学は抽象的経営経済ではなく、具体的な企業をその研究対象とせざるをえな

いこととなるであろう。
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